
麻酔科専門研修プログラムの概要と
地域医療、多様な専攻生への配慮
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麻酔科領域専門制度の理念

①術前・術中麻酔・術後管理を中心としながら、

②救急医療や

③集中治療における生体管理、

④急性痛、慢性痛、がん性疼痛、全人的痛みな
どの疼痛管理、緩和医療などの領域において、

患者の命を守り、安全で快適な医療を提供でき
る医師を育成し、国民の健康・福祉の増進に貢
献する。
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プログラム制（4年制）
年次目標

• 1年目：手術麻酔に必要な基本的な手技と専門知識を
修得。全身状態がよい患者の定時手術に対して、指導
医の指導の下に実施。

• ２年目：重症患者の周術期管理や緊急手術の周術期
管理を、指導医の指導の下に実施。

• 3年目：心臓外科、胸部外科、脳神経外科、帝王切開、
小児手術などの特殊症例の周術期管理を指導医のも
とに実施。また、ペインクリニック、集中治療、救急医療
など関連領域の知識・技能を修得。

• 4年目：合併症のない患者の周術期管理を一人で実
施。難易度の高い症例や緊急時など主体性をもって適
切に実施。 3



経験すべき手術件数

• 600例以上の麻酔症例（全身麻酔以外の区域麻酔も
含む）を担当医として経験する。

• 特殊な症例に関して、所定の件数の麻酔を担当医とし
て経験する。
– 小児（6歳未満）の麻酔 25症例
– 心臓血管外科の麻酔 25症例
– 胸部外科手術の麻酔 25症例
– 脳神経外科手術の麻酔 25症例
– 帝王切開術の麻酔 10症例

• 初期研修医に実施した症例も専門医の指導の下に実
施されたものは症例としてカウントする。
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必要な分野別症例数に関する日米比較

日本 米国（ACGME)
トレーニング期間 初期研修終了後4年 1年のインターン後3年

小児麻酔 6歳未満 25例 12歳未満 100例、
そのうち3歳未満 20例

無痛分娩 規定なし 40例

帝王切開の麻酔 10例 20例

心臓麻酔 25例 20例

開胸手術（肺、食道
手術など）

25例 20例

開頭手術の麻酔 25例 20例 （脳血管内治療
も含む）
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研修基幹施設 連携施設A 連携施設B

麻酔科認定病院
資格※1

必要 必要 必要

年間麻酔科管理
症例数

1000例以上 500例以上 症例数の規定なし

必要経験症例
必要経験症例5領域
のうち2つ以上

規定なし 規定なし

専門研修
指導医数

麻酔科管理症例1000
例に対して1名

麻酔科管理症例
1000例に対して1名

症例数に関係なく
1名以上

研修期間の制限
専門研修基幹施設で
6ヶ月以上の研修

制限なし 原則2 年を超えない

複数の外科系診
療科があること

必要 必要なし 必要なし

初期臨床研修の
基幹型臨床研修

病院
必要 必要なし 必要なし

※1 認定病院の認定条件 下記2条件を満たす。
1）麻酔科を標榜し、常勤の麻酔科専門医が1名以上いること
2）全身麻酔症例が年間200例以上あること 6



基幹施設と連携施設の病床数別内訳

専門研修基幹施設 専門研修連携施設
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専門研修連携施設には300床未満の多く
の病院が含まれる。 7



2017年都道府県ごとのプログラム数

東北
地方

青森 1

岩手 2

宮城 2

秋田 1

山形 1

福島 2

関東
地方

茨城 1
栃木 2
群馬 3
埼玉 9
千葉 8
東京 36
神奈
川

8

北海道 5

中部
地方

新潟 1

富山 1
石川 2
福井 2
山梨 1
長野 2
岐阜 1

静岡 4

愛知 9
近畿
地方

三重 3
滋賀 4
奈良 1
和歌
山

1

京都 5
大阪 10
兵庫 6

中国
地方

岡山 3
広島 2
鳥取 1
島根 1
山口 1

四国
地方

香川 1
徳島 1
愛媛 2
高知 1

九州
地方

福岡 9

佐賀 1
長崎 1
大分 1
熊本 1
宮崎 1
鹿児島 1

沖縄 1

1プログラム
23県
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2018年プログラム：
１県1研修プログラムへの対応

東北
地方

青森 対応可

岩手 2

宮城 2

秋田 対応可

山形 調整中

福島 2

関東地
方

茨城 調整中

栃木 2
群馬 3
埼玉 9
千葉 8
東京 36
神奈
川

8

北海道 5

中部
地方

新潟 調整中

富山 対応可

石川 2
福井 2
山梨 調整中

長野 2
岐阜 対応可

静岡 4

愛知 9

近畿
地方

三重 3
滋賀 4
奈良 対応可

和歌山 対応可

京都 5
大阪 10
兵庫 6

中国
地方

岡山 3
広島 2
鳥取 調整中

島根 調整中

山口 対応可

四国
地方

香川 調整中

徳島 対応可

愛媛 2
高知 調整中

九州地
方

福岡 9

佐賀 対応可

長崎 対応可

大分 対応可

熊本 対応可

宮崎 対応可

鹿児島 対応可

沖縄 対応可

調整中
8県

対応可能

15県 9
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2017年度163専門研修プログラム：
責任基幹施設と採用者数

大学

92プログラム
56%

採用者数

431名

大学以外

71プログラム
44%

採用者数

72名

採用数/募集定員

47％
54％

採用数/募集定員

大学以外の採用者数は少な
いが、充足率は高い。
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専攻生採用数と専門医試験受験時の
人数と割合の年次推移

専攻生採用数と大学以外

専攻生の割合（％）
専門医試験受験者数と大学以外専
攻生の割合（％）
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大学での研修開始後、最終学年は連携施設における研修が積極的に行われて
いることを示唆する。
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研修プログラムの休止回数に制限はなく，休止期間
が連続して2年を越えていなければ、休止以前の研
修実績は認められ、通算して4年の研修期間を満た
せばプログラムを修了したものとみなす。

※2年間の休止期間を制限なく取得できるため第2
子、3子の出産の機会にも配慮している。

地域枠コースを卒業し医師免許を取得した者につい
ては，卒後に課せられた義務を果たすために特例扱
いとし2年以上の休止を認める．

※卒後の義務年限終了後も、継続して研修ができる
ように配慮している。

専門研修の休止・中断，
プログラム移動，プログラム外研修の条件
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研修カリキュラム制の検討（案）

1. 対象者
① 出産、育児、病気療養などのために4年間では専門医資格が取得できない

と思われるもの

② プログラム制で研修を開始したが、継続が困難なもの

③ 地域医療に資することが明らかなもの

④ 卒業後に義務年限を有する医科大学卒業生

2. 研修施設：プログラム構成病院（複数プログラムをまたいでよい）
3. 年限：4年を超える。上限は設けない。
4. 必要症例数：プログラム制と同等の質を担保するものとする
①全体の症例数

600例+120例×（取得までの年限－4年） 注：10例/1か月に相当
②必須症例数（心臓外科、脳外科、肺外科、小児外科、帝王切開）

プログラム制と同数のままとする。

③プログラム制で実施した麻酔症例数も加算できる。 14



麻酔台帳システム、マイページを利用した
研修実績の管理

■麻酔台帳JSA-PIMSによる研修状況の集約
JSA-PIMS（perioperative management system）：
日本麻酔科学会が公開している症例記録システム

マイページを設定し、専攻医自身の臨床状況、指導医は専攻医の臨床状況を
双方向で確認可能（現在開発中）

施設から年次で症例実績を本学会会員管理システムに提出

※患者情報を削除し、症例実績のみ提出する。

提出したデータは専攻医のマイページで確認、プログラム責任者は研修状況を
確認ができる。

※2019年度より、研修プログラム所属施設で全面実施予定
15



参考資料

16



専門医試験

受験の条件

① 形成的評価を受けての4年間の研修、症例数のクリア
② BLS, ACLS資格の取得
専門医試験内容

①筆記試験：臨床実地問題を含む200問
②口頭試験：2名の試験官による30分間の試問
③実技試験：困難気道管理、区域麻酔、心肺蘇生、経食道心エ
コー法、気管支ファイバーを用いた挿管や診断などの手技をシ
ミュレータを用いて35分にわたって実施
④実地試験（試験官の前で症例提示後に、実際に麻酔を実施）を
必要に応じて行う（毎年5～10名）。
合格率は80％前後。
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試験問題分析 受験生の得点分布

試験ごとの受験生の得点分布、標準偏差等を算出
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試験結果のフィードバック

専門医試験の試験内容をipadを用いた採点システムを導入
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試験問題分析 設問ごと

設問ごとの正答率も算出
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試験結果のフィードバック

採点システムを用いて、

＜受験生に対して＞

■口頭試験の場合：

小児麻酔、心臓麻酔等 正答率の低い領域のフィートバック

声が小さい等、接遇についてもフィートバック

■実技試験の場合：

気管支ファイバー操作等 具体的な実技内容について改善のフィートバック

＜試験作成委員会に対して＞

次年度の作成方針の検討

今後、研修プログラム別での正答率も算出予定で、プログラム
責任者へ専攻医の達成度、苦手な領域をフィートバックし、今後
の研修に役立てる。
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専門医試験受験者数の年次変化
（男女別）
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日本 （術後7日） 米国（術中・術直後）

4例/1万症例 3症例/1万症例

麻酔が原因の死亡率の日米比較
日本の麻酔医療の質の高さを示唆

日本のデータは日本麻酔科学会が麻酔科認定病院にお
いて実施した麻酔関連偶発症例調査（2009年-2011年、対
象症例数 440万症例からのデータである。
米国におけるAnesthesia Quality Institute(AQI)2016データ
は2000万症例を対象とした手術室および術後回復室にお
けるデータである。

23


